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NPO法人運営に関われたこと

研究動機

社会の変化とともに教育の
在り方も変化していること



民間非営利組織の略称

政府の支配に属さず利益を団体の活動費用にのみ

充てる団体のこと

（構成員に利益を分配しない）

給与は、団体を動かすために必要な活動費用と解釈される

NPO(Nonprofit organization)とは

子どもの健全育成 × 社会教育

親和性高い

1 正式の組織であること(formal organization)

2  非政府組織であること(Nongovernmental)

3 利益を分配しないこと(nonprofit-distributing)

4 自己統治(self-governing)

理事会などの意思決定機関がなければならないということ. 

5 自発的であること(Voluntary)

法人格を有し, 意思決定システムが明確に確立された組織のこ
と. 単なる個人の集合体は定義に含まれない.

政府の下部機関組織であるQUANGO(Quasi-Nongovernmental)を除
いた組織のこと. 政府からの補助金を得ているか,

いないかで分けることではない.

出資者や理事に対して利益を分配しないことで民間の営利企業
と区別される. 最も客観的に判断できる要件. 収益事業を行っ

ていないということではない.

理事会への理事の参加や自発的な寄付など, 団体の活動におい
てある程度の自発的な参加があること. 雨森(2020)を参考に筆者作成

内閣府NPOホームページ(2023)を
参考に筆者作成

1 正式の組織であること(formal organization)

2  非政府組織であること(Nongovernmental)

3 利益を分配しないこと(nonprofit-distributing)

4 自己統治(self-governing)

理事会などの意思決定機関がなければならないということ. 

5 自発的であること(Voluntary)

法人格を有し, 意思決定システムが明確に確立された組織
のこと. 単なる個人の集合体は定義に含まれない.

政府の下部機関組織であるQUANGO(Quasi-
Nongovernmental)を除いた組織のこと. 政府からの補助金

を得ているか,
いないかで分けることではない.

出資者や理事に対して利益を分配しないことで民間の営利
企業と区別される. 最も客観的に判断できる要件. 収益事

業を行っていないということではない.

理事会への理事の参加や自発的な寄付など, 団体の活動に
おいてある程度の自発的な参加があること.
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ソーシャルビジネス

＝社会問題解決を目的とした事業

NPOの範囲

社会には大きく分けて３つの領域がある

非営利セクターが1番新しい

3つのセクターと役割 雨森(2020)より筆者作成

慈善型NPO

一般企業

社会志向型企業

事業型NPO

中間
組織

高事業性

低

高低

社
会
性

ソーシャルビジネス

ソーシャルビジネスの範囲

出所：経済産業省「ソーシャルビジネス研究会報告書」2008年4月



現状を改善する際に取り組む

プログラムの影響を単純化して

表現する１枚の説明図！

ロジックモデル
スポーツだったら
どんな感じ？

今 私達
する
こと

望む姿
未来

(現状・課題)

(資源＝インプット) (生産・活動＝アウトプット)

頭が
痛い

薬を
もらう

薬を
飲む

痛みが
おさまる

お腹
がす
いた

ご飯を
作る

ご飯を
食べる

痛みが
おさまる



ロジックモデル

スポーツ
活動 アウトプット

スポーツへの
参画

する

イベント参加者

選手

観客

監督･マネージャー
イベント運営組織
イベントボランティア
地域住民、スポンサー

内容
回数
場所

参加者
数等

スポーツ
参画人口

拡大・多様化
スポーツを通じた
社会の発展

直接・中間アウトカム 中間・最終アウトカム

みる

支える



活動 アウトプット 直接・中間アウトカム

スポーツへの参画

する

イベント参加者

選手

みる

観客

支える

監督･マネージャー

イベント運営組織

イベントボランティア

地域住民

スポンサー

内容
回数
場所

参加者数等

1.1 スポーツをし
たいと思う

1.2 スポーツを
見たいと思う

1.3 スポーツを
支えたいと思う

1. スポーツへの関
心が高まる

2.1 健康,体力の向上
に繋がる

2.2 生きがいや喜びを
得る

2.3 スポーツがより身
近なものになる

2. スポーツを継続する

3.1 健康,体力の向上に
繋がる

3.2 生きがいや喜びを得
る

3.3 スポーツがより身近
なものになる

3.4 様々な形でスポーツ
に関わり活躍できる

3.5 現在や将来に役立
つ経験や能力を得る

3.6 地域への愛着が生
まれる

3. スポーツの社会的価値
を知る

4.1 生活習慣病が
予防される

4.2 運動器症候群が予
防される

4.3 認知症が予防される

4. 健康長寿社会が
実現する

5.1 多様性が尊重される

5.2 女性,障がい者など
社会参画,活躍が広がる

5. 共生社会等が実現する

6.1 地域の認知やイメー
ジが向上する

6.2 地域を訪問する人
が増える

6.3 地域に経済的効果
が生まれる

6.4 地域のソーシャル・
キャピタルが高まる

6.5 スポーツ市場が拡
大する

6. 健康長寿社会が
実現する

7. 豊かなスポーツ文化が

根付いた社会になる

8. スポーツが

社会課題の解決に

貢献するようになる

中間・最終アウトカム



「学校教育法に基づき、学校の教育課程として行われる

教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる

組織的な教育活動(体育及びレクリエーションの活動を含む) 」

社会教育とは

社会教育施設

社会教育団体

人づくり

地域づくり絆づくり

社会教育活動の円滑支援
ニーズに応じた様々な学習機会の提供

社会教育の意義と役割



社会教育とは



先行研究

横山(2021)によれば、地域の力で子育てを次世代につなげる

「循環型の支援」が求められている

しかし、子どもの社会教育という視点で、

放課後子ども教室事業以外の事業に対する論文が限られている

子どもの社会教育を発展させていく為には

地域事業も含めた問題点や課題を調べる必要がある

猿渡ら(2011)によれば、様々な理由で社会教育の質が低下

川﨑(2019)によれば、「様々な社会的な環境の変化にさらされながら

常に子どもと向き合う保護者は不安やストレスを抱え育児と対峙している」



本研究では, 子どもの社会教育とNPO体に着目

 SDGs, 4の開発目標であるESD(Education for Sustainable Development)

「持続可能な開発のための教育」を基盤に

現在の子どもの社会教育を取り巻く環境や状況を理解し

 学ぶ場の普及のために現在の状況と課題を明らかにすること。 

研究目的



調査方法：半構造化インタビュー

研究方法

インタビュー調査対象

NPO法人
L＆Pクラブ

任意団体
あゆみYELL

横浜市で
放課後子ども教室
事業を行っている



調査方法：半構造化インタビュー

研究方法

インタビュー調査対象

団体A
2023年10月19日
ロジックモデル有

団体B
2023年11月24日
ロジックモデル無

団体C
2023年12月9日ロ
ジックモデル無



研究方法
インタビュー項目は、「NPO法人の存在意義と経営課題」(2012,藤井)を参考元に

筆者による加筆・修正を行い以下のとおりとした。



制度や価値
が認められ
づらい

行政が行う
べき教育が
追い付いて
いない

心と体が
幸せでは
ない

研究結果

問1に関して各団体に共通する回答は見られなかった

問1 団体の考える社会課題とは



アフタースクー
ル事業

ソーシャルデ
ザイン事業

開発チーム事
業

フリータイム

年に数回ある
イベント出店

つながるカフェ

研究結果
問2 事業内容

3団体とも、体験価値を重要としている

 一方, 活動の展開の仕方に違いあり



制度や価値
が認められ
づらい

社会との接
点を持ち、
個々が自立

子どもたち
のモヤモヤ
や苦しみの
解消

研究結果

問3の現状に関して、 活動内容が似ていた

団体Bと団体Cに共通する問いが見られた。

問3 解決する社会課題と現状



専門資格の
認知度が
低い

以前より
顔が明るい
発言をする

参加前後で
顔つきが
違う

リピート

研究結果
問3 解決する社会課題と現状

問3の現状に関して、 活動内容が似ていた

団体Bと団体Cに共通する問いが見られた。



社会教育に
ついてあま
り知らない

生きていく
為の勉強と
いうイメージ

様々な年代
と交われる
きっかけの
場所

研究結果
問5 社会教育について

共通する回答は見られない
認知度や捉え方は事業形態に影響されていることが考えられる



待機児童問
題や教育虐
待、放課後
事業の価値

など

全く知らな
い人とのコ
ミュニケー
ション能力
の低さ

交流の場の
提供

研究結果
問6 社会教育視点での課題

3団体では, 具体的な共通する課題は見られなかった

活動年数や規模とロジックモデルの作成の有無が影響



制度を
よくする

笑える仲間
を増やす

安心安全な
居場所
づくり

研究結果
問9 今後の展望

3団体では, 具体的な共通する課題は見られなかった

活動年数や規模とロジックモデルの作成の有無が影響



社会教育において…
地域の学習課題、ニーズの把握、人材確保・教育が重要！

結論

社会課題や子どもの社会教育に関する認知度に差が出たこと

加えて、ロジックモデルの
作成・実施を行っているかも

団体規模や団体の認知度へ繋がる可能性あり

分かったこと



多種多様な生き方が生まれ地域とのつながりが希薄化
経済状況も良いとは言えない

提言

居場所がない・親の所得の事情で進学やスポーツ参加の断念

社会教育を主分野とするNPO団体を増やす
一般の人たちの社会教育やその仕組み

 施設等に対する認知度向上につながる活動展開
環境を整えること

今後、

する子が増える
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ご清聴ありがとうございました！
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